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4. イノベーションの取組 

【イノベーションの取組実態】 

≪イノベーション活動は、いずれの業種でも広域需要志向型企業の方が積極的に取り組んで

いる。一方で、需要志向に係らずイノベーションに積極的に取り組んでいる企業は、取り組

んでいない企業と比較して収益力が高まる傾向にある。≫ 

 イノベーション活動は、様々な取組内容があるが事業を広域で営んでいる企業ほど活発に

取り組んでいる傾向が伺える。また、事業エリアに係らず、イノベーション活動に積極的に

取り組んでいる企業ほど経常利益が増益傾向にある。 

＊広域需要志向型企業：今後注力したい市場を「日本全国および海外」とする企業 

地域需要志向型企業：今後注力したい市場を「同一市町村・都道府県内」とする企業

 

図 13 需要志向型別に見たイノベーション活動の状況（２０１５年版中小企業白書概要 P9 より） 

 
図 14 需要志向別、イノベーション活動状況別に見た経常利益の傾向 

（２０１５年版中小企業白書概要 P10 より） 
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【イノベーション活動の内容と課題】 

≪具体的なイノベーション活動の取組内容を見てみると、企業規模により取組内容が異なる。 

 それに合わせて、イノベーションに取り組む際の課題も企業規模により異なっている。≫ 

イノベーションのために取り組む内容は、企業の市場志向や規模により異なっている。傾向

としては、広域需要志向型企業においてイノベーション活動が活発である。広域で事業を営

んでいる企業ほど、競争相手の質量ともに増大するため、市場での差別化をするための研究・

開発、社外との協働が増えるような取組等、社外を意識した取組を活発に行っている様子が

うかがわれる。 

企業規模の違いによるイノベーション取組内容の違いについては、中規模企業は小規模

企業と比較して、「部署を越えた協働」や「中途採用による新しい空気の取り込み」等、組

織や人材を活性化させる取組が活発に行われている。 

 

図 15 イノベーションのために取り組んでいること（２０１５年版中小企業白書概要 P9 より） 
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 イノベーションに取り組み、活動を進めるにあたり企業は各プロセスにおいて社内外を

含めた様々な課題に直面する。特に顕著な課題として、「取組の必要性の見極めが難し

い」、「事業化の時期の見極めが難しい」など、必要性やタイミングの見極めを課題として

いる者が多い。 

また、規模別に見てみると、中規模企業は「人材」に関する課題、小規模事業者は「資

金」に関する課題を挙げる者が多い。 

 

図 16 イノベーションプロセス別に見た課題（２０１５年版中小企業白書概要 P10 より） 

 

図 17 イノベーション活動を実施した企業が経験した、イノベーションの阻害要因 

（２０１５年版中小企業白書 P134 より） 
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【中小企業・小規模事業者イノベーション事例】 

≪イノベーションは技術開発、新製品開発だけに留まらない。資源に乏しい事業者でも即

座に取り組めるイノベーションがあり、事業者の実態と課題に合わせた効果的なイノベー

ションに取り組んでいくことが重要である。≫ 

 「イノベーション」とは、一般には新しい技術の発明、新製品の開発を指す言葉である

と誤解されているが、本来“既成の概念を覆すような新規の技術や材料、生産手段、産業

や組織の再編等によってもたらされる革新”と定義されている。 

つまりイノベーションとは技術や製品だけにとどまらない広い概念であり、それだけで

なく新しいアイデアから価値を創造し、社会に変化をもたらす自発的な人・組織・社会の

幅広い変革を意味する。これからも分かるように、大規模な投資を伴わずとも、既存技

術・製品を活かしながらもイノベーションは実行可能であり、中小企業・小規模事業者に

おいても、限られた資源の中でその課題に対して積極的にイノベーションに取り組む事が

重要である。 

特に近年加速度的に発展を遂げる IT 技術を効果的に取り込み、イノベーションを推進し

ている事業者もある。本白書においても、IT 技術を活用したイノベーションについて実際

の中小企業・小規模事業者の取組を紹介している。 

 

①ホームページの活用事例—２０１５年版中小企業白書 事例 2-1-7（P164）— 

≪IT を活用した営業活動による一社依存からの脱却≫ 

三郷金属工業株式会社（従業員 120 名、資本金 2,600 万円）は 1946 年に創業し、

パナソニックの協栄会社として電池の二次加工を中心に取り組んできた。一社依存からの

脱却をめざし、ホームページやソーシャルメディアを通じた新しい営業活動を展開してい

る。同社では、検索サイト、ソーシャルメディア、製造業専門サイト、外国雑誌等、すべ

てを会社のホームページに誘導するようにしている。また、ホームページを作成するだけ

でなく、社外パートナー（ウェブの専門家）を交えたホームページ改善会議を毎月開催

し、アクセス分析を行い、日々の改善に活かしている。こうした取組の結果、同社は対事

業者向け（BtoB）の企業であるにも関わらず、顧客からの問い合わせの 50％はホームペ

ージを介したものになっている。2014 年度も 48 件の新規顧客を獲得している。 

 

  


